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2050年カーボンニュートラルに向けて、2030年度まで民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う
CO2排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利用等も含めて、そのほかの温室効果ガス排出削減についても、我が国全
体の2030年度目標（対2013年度比 46%削減）と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域です。

地域脱炭素は、再生可能エネルギーなどの地域資源を最大限活用して経済を循環させ、防災や暮らしの質の向上等の
地域課題をあわせて解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献する取組であり、国は、2030年度までに少なく
とも100か所の「脱炭素先行地域」を創ることとしています。

①募集期間
令和4（2022）年7月26日から8月26日まで

②選定結果の公表日
令和4（2022）年11月1日（火）

③提案件数 50件

④選定件数 20件

本市が県内初の選定自治体

中部ﾌﾞﾛｯｸ(5提案､1県5市)
福井県 敦賀市
⾧野県松本市、飯田市
愛知県名古屋市、岡崎市・愛知県

九州･沖縄ﾌﾞﾛｯｸ(5提案､23市町村)
福岡県 北九州市他17市町
熊本県 球磨村
宮崎県 延岡市
鹿児島県 知名町･和泊町
沖縄県 与那原町

四国ﾌﾞﾛｯｸ(1提案､1町)
高知県 梼原町

近畿ﾌﾞﾛｯｸ(9提案､1県9市町)
滋賀県 湖南市･滋賀県､米原市･滋賀県
京都府 京都市
大阪府 堺市
兵庫県 姫路市､尼崎市､加西市､淡路市
奈良県 三郷町

関東ﾌﾞﾛｯｸ(11提案､1県12市町村)
栃木県 宇都宮市･芳賀町、那須塩原市
群馬県 上野村
埼玉県 さいたま市
千葉県 千葉市
神奈川県 横浜市､川崎市､小田原市
新潟県 佐渡市･新潟県､関川村
静岡県 静岡市

東北ﾌﾞﾛｯｸ(5提案､1県5市村)
岩手県 宮古市､久慈市
宮城県東松島市
秋田県秋田県･秋田市、大潟村

北海道ﾌﾞﾛｯｸ(5提案､5市町)
札幌市､石狩市､奥尻町､上士幌町､鹿追町

年度別選定提案数 (共同で選定された市町村は1提案としてカウント、括弧内は応募提案数)

第1回 第2回
R4

26
(79)

20
(50)

※下線は第2回選定対象団体

中国ﾌﾞﾛｯｸ(5提案､6市町村)
鳥取県 米子市･境港市
島根県 邑南町
岡山県 真庭市､西粟倉村

山口県山口市
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令和2 (2020)年10月
菅首相が2050年カーボンニュートラル*を宣言 *2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする

令和3 (2021)年12月 2050年ゼロカーボンシティへの挑戦を宣言
⇒地球温暖化という課題にしっかりと向き合い、市民や事業者、民間団体、 市が

相互に連携し、地域脱炭素に積極的に取り組んでいく決意を表明

令和4 (2022)年3月 山口市スマートシティ推進ビジョンを策定
⇒重点プロジェクトの１つに、地域脱炭素の取組を位置付け、先導的モデルとなる

「脱炭素先行地域づくり」を推進

令和4 (2022)年8月 第2回「脱炭素先行地域」に本市提案を応募

令和4 (2022)年11月1日

環境省が、脱炭素先行地域の取組の１つとして作成したロゴマーク。
11月1日に、第2回脱炭素先行地域の選定結果と併せて発表。
脱炭素先行地域選定自治体のみ、自治体名を入れることが認められている。
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・タ イ ト ル 「ゼロカーボン中心市街地」 ～商店街・住民・企業・市の共創による市街地脱炭素化の実現～

・共同提案者 西日本電信電話㈱、NTTアノードエナジー㈱、㈱エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所
NTTビジネスソリューションズ㈱、㈱山口銀行、㈱YMFG ZONE プラニング

・目 的 地域脱炭素を地域の成⾧戦略と捉え、再生可能エネルギー等の地域資源などを最大限に活用することで、
地域経済の循環を始め、市民の暮らしの質の向上や、防災・減災等の地域課題の解決を図り、本市の地方
創生や持続可能なまちづくりにつなげていく。

・実施期間 令和4(2022)年11月～令和12(2030)年度 ※交付金対象期間は令和9年度までの5年半

・対 象 中心市街地エリア、市役所新本庁舎、清掃工場、（仮称）湯田温泉パーク、最終処分場跡地など

・中心市街地エリアを中心に取組を展開する理由
中心市街地エリアは、若者世代の人口逓減や、中心商

店街の通行量の減少など、様々な地域課題を抱えている。
こうした地域課題の解決に向けて、現在「第３期山口市

中心市街地活性化基本計画」に基づく取組を進めており、
脱炭素先行地域の取組を、この中心市街地の活性化に
向けた取組と連携・融合することにより、まちづくりの相乗
効果がより一層期待できる。
このことから、本市が2050年ゼロカーボンシティを目指す

中で、まずは中心市街地エリアを中心とした脱炭素化を
図っていくこととした。
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売電

買電電力料金

市役所新本庁舎

電力事業の利益を
活用したまちづくり

地産の
再エネ電力を
域内で活用

電力供給

＋地域交流ｾﾝﾀｰ等の公共施設

一般家庭
郵便局・
金融機関

事業者
（商店街店舗等）

山口市

清掃工場の廃棄物発電

地域脱炭素の取組を
通じたまちづくり

再エネ設備の導入等
により順次拡大

公用車等のEVカーシェア、商店街等への省エネ設備の導入促進、「日クリ※」などイベントの脱炭
素化促進、市民ファンド等と連携したエコポイント制度創設、新本庁舎のZEB Oriented化 等

※日本のクリスマスは山口から

地域新電力会社

太陽光発電など
新たな再エネ

設備を順次導入
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令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度
令和12年度
(最終年度)

太陽光発電設備や蓄電池の導入

③メガソーラー（市の公有地:清掃工場敷地や最終処分場跡地等）（太陽光、蓄電池）

⑦(仮称)湯田温泉パークの温泉熱利用

②再エネ普及啓発と市民の脱炭素化への行動変容の促進

①公用車等のEVカーシェア及び公共交通機関のEV化

公共交通機関のEV化

公用車等のEV化、カーシェア

省エネ設備の導入

EMSの導入

④商店街アーケード及びアーケード周辺建物
設計・導入（太陽光、蓄電池）

設計 導入 オフサイトPPA発電再エネ電力供給

③白石地域交流センター
設計・導入(太陽光、蓄電池)

③(仮称)湯田温泉パーク・湯田地域交流センター
設計・導入（太陽光、蓄電池）

⑤商店街等への省エネ設備/EMS導入支援

⑥市役所新本庁舎のZEB Oriented化

※全体の事業期間のうち、国の「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」対象期間は令和9年度まで（水色の部分）です。

地域新電力会社設立、運営地域新電力会社
設立準備

③市役所新本庁舎
設計・導入(太陽光、蓄電池)
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公用車を順次EV（電気自動車、プラグインハイブリッド等）に更新するとともに、平日夜間や土日など、閉庁時を
中心にEV公用車を「カーシェア」として活用することを想定。
まちなか居住者に対して、公用車や民間社用車を活用したEVカーシェア等を配置することで、車の所有コストを抑

え、ゆとりのある生活が可能となり、若者や子育て世代を始めとしたまちなか居住を促進する。

中心市街地等において、スマートフォン等で容易に貸し出しができるカーシェアの仕組みを構築し、公共交通機能
の充実を図る
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市民の再エネ電力利用促進を図るための普及啓発として、太陽光発電設備の設置の際に市民ファンドを活用。
太陽光発電への出資等を通じ、環境に対する関心を高めるとともに、ファンドの配当をエコポイントとして市民に配分

し、こうしたポイント制度を電子決済システムと連動させ、中心商店街における購買行動につなげることで中心市街地
のにぎわい創出につなげていく。

金融機関

太陽光発電設備の設置（公有地等の活用）

本市の商店街や飲食店等の決済をスマートフォン等でできるキャッシュレス決済の導入など、店舗のデジタル化を支
援するとともに、民間事業者等のポイントサービスとデータ連携を行い、地域の活性化につなげていく
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本事業の取組における地域活性化の核となる商店街については、アーケード及び
アーケード周辺建物のうち、耐震基準等を満たす建物等の屋根にPPA モデル等
を活用して太陽光発電設備を導入することを想定。
なお、既存設備の耐久性等を踏まえ、太陽光発電設備が設置可能か、今後調

査を行う予定。

令和6（2024）年度に新設予定の市役所新本庁舎を始め、（仮称）湯田
温泉パーク、白石地域交流センター及び湯田地域交流センターに太陽光発電設
備や蓄電池を新たに導入予定。
さらに、清掃工場の敷地内や最終処分場の跡地などの市の公有地を有効活用

し、大規模太陽光発電システムの設置を図ることで、廃棄物発電における電力を
補完する再生可能エネルギーの創出に取り組む。

市役所新本庁舎等の公共施設や商店街等に太陽光発電設備や蓄電池を設置することで、環境にやさしい再生
可能エネルギーの普及を推進するとともに、レジリエンス機能を高め（災害等に対する強靭性の向上）、災害に強い
まちづくりを全市的に推進する。



YAMAGUCHI CITY

商店街への出店支援や店舗等の経営基盤強化に向けて、店舗等が省エネ設備（空調、照明、冷蔵庫）や
EMSを導入することを支援。省エネ効果に伴う電力消費量削減を図り、商店街における経営コストを縮小するこ
とにより、商店街への出店を促進するとともに、既存店舗の経営基盤強化も進める。
さらに、環境にやさしい商店街としてブランディングを図ることで来街者など交流人口の増加につなげる。
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市役所新本庁舎のZEB Oriented達成に向けて、本取組により「放
射空調設備」や「自動制御設備」の導入を図ることで省エネ化を促進。

※ZEB Oriented:外皮の高性能化及び高効率な省エネルギー設備に加え、更なる省エネル
ギーの実現に向けた措置を講じた建築物。市役所の場合は、該当する用途毎に、再生可能
エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から40%以上の一次エネルギー消費量削減が
必要となる。

令和6（2024）年度に新設予定の「（仮称）湯田温泉パーク」においては、温泉熱を生かし、熱交換による温水利
用での省エネ化を実施する。環境配慮型の建物として、省エネ設備の採用、高断熱、日射遮蔽等の空調負荷抑制、
再生可能エネルギーの活用を検討しており、その中でも敷地内に存在する湯田温泉の既設源泉を利用し、高温の源泉
から熱を取り出し建物内で活用する温泉熱利用は、温浴設備や暖房設備の消費エネルギーを大幅に削減を図る。

（ガスボイラーを使用した場合と
比較して年間のエネルギー量の約
72％削減を目指す）源泉の熱か
ら温水をつくり、新施設の各所で
熱利用（湯沸かし、暖房等）を
行う想定である。



YAMAGUCHI CITY


